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1　はじめに
今日では、AI（人工知能）がチャットボット、与

信管理、不正検知など、金融分野を含むさまざま

な場面で活用され、業務が効率化されるとともに、

利用者に最適化されたサービスが提供されるよう

になっている。他方で、AIにより女性やマイノリティ

の人々に不公平な判断が行われるなど、「AI による

差別」のリスクも顕在化しつつある。そこで、本稿

では、「AI による差別」の要因を整理し、「AI に

よる差別」に関する原則・指針や法制度を概観し

た上で 1）、金融分野においてAIを活用するに当たっ

て留意すべき「AI による差別」に関する問題を明

らかにし、「AI による差別」のリスクへの対処のあ

り方を示したい。

2　AI による差別とその要因
（1） AI による差別

AI は、人事評価、与信管理、量刑判断などの

場面で活用されるようになっているが、その際

に差別的な判断を行ってしまうおそれがあるこ

とが明らかになっている。「AI による差別」の

主な要因としては、①アルゴリズムの設計に起

因する差別、②学習するデータに起因する差別、

③集団の属性に基づく判断に伴う差別、④人間

による責任転嫁をあげることができる。

（2） アルゴリズムの設計に起因する差別
従来のコンピュータ・プログラムやそれを実

装したシステムの場合と同様に、AI も、アルゴ

リズムの設計により、差別的な判断を行う可能

性がある。すなわち、開発者が差別的な意図を

もってアルゴリズムを設計したことなどにより、

AI が差別的な判断を行うおそれがある。例えば、

AI の開発者が特定の人種や民族に対して偏見を

持っていて、特定の人種や民族の人々に対して

不利になるようにプログラムを書いた結果、そ
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のように設計された AI が差別的な判断を行っ

てしまうといったケースが想定される。もっと

も、現実にはこのような悪意を持った開発者は

多くないはずであり、現実の問題になることは

限られているだろう。他方で、アルゴリズムの設

計の際には、意図せずして差別的なアルゴリズ

ムを生み出してしまうという事態も考えられる。

例えば、AI を開発する企業のエンジニアが男性

だけで構成されている場合には、ともすると女

性が置かれている状況に対する視点が欠けてし

まいがちで、無意識のうちに女性にとって不利

なアルゴリズムの設計をしてしまうという可能

性も考えられる。こうしたリスクを防止するた

めにも、AI の開発者等のダイバーシティを確保・

促進することが求められるだろう 2）。

（3） 学習するデータに起因する差別
AI は、データからの学習により自らの出力や

プログラムを変化させる性質を有している。そ

れゆえ、AI は、データから学習することにより

自らの機能を継続的に向上させていくことがで

きる。反面で、このような性質により、AI は、

そのアルゴリズムが適切に設計されたとしても、

偏ったデータを学習することなどにより、差別

的な判断を行ってしまうおそれがある。学習す

るデータに起因する差別の要因は、さらに、（i）

データの代表性の欠如、（ii）データに反映され

た既存の社会のバイアス、（iii）相関関係に基づ

く不正確な予測に分類することができる。

（i）　データの代表性の欠如は、現実の社会を適

切に反映していないデータセットから AI が学

習した結果、AI が差別的な判断を行ってしま

うという問題である。つまり、AI の学習に用

いられるデータの中にさまざまな人々のデー

タが公正に代表されていないと、AI が差別的

な判断を行ってしまうおそれがあるのだ。例

えば、スマートフォンのアプリを通じて住民

から調査を行う場合、スマートフォンの保有

率の低い低所得者や高齢者のニーズが反映さ

れにくくなってしまうおそれがある。AI に

データを学習させる際には、このようにデジタ

ル・ディバイドに起因するデータの偏りにも 

注意する必要がある 3）。また、顔画像を認識す

る AI を開発する際に、白人の顔画像のデータ

を中心に学習させると、黒人やアジア系の人

の顔を正確に認識しにくくなくなってしまう

おそれもある。

（ii） 現実の社会を適切に代表するデータであっ

ても、現実の社会自体にバイアスがある場合

には、それを反映して AI が差別的な判断を

行ってしまうおそれがある。つまり、データの

元になっている社会の構造自体に不公平なバ

イアスがあると、そうした従来の社会の差別的

な構造をデータが反映し、それを学習した AI

が差別を再生産してしまうおそれがある。例

えば、Amazon が、自社の従業員採用において

過去の応募者の履歴書のデータを元に応募者

の履歴書を評価するAIを開発しようとしたと

ころ、過去の応募者に男性が多数を占めてい

たため、AI が男性の応募者を優遇し、女性の

応募者を不利に扱うおそれがあることが明ら

かになったため、開発を中止したと報じられ

ている 4）。また、原因は特定されていないも

のの、AI により算定された女性のクレジット

カードの利用限度額が男性の利用限度額より

も低くなる傾向があるといった問題も生じて

いる 5）。

（iii） 学習するデータに起因する差別の要因とし

て、不正確な予測による差別があげられるこ

ともある。AI によるデータ分析は、相関関係

を明らかにすることができるが、データ分析

により明らかにされた相関関係は、必ずしも
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意味のあるものとは限らず、因果関係を伴っ

ているとも限らない。例えば、地域ごとの新型

コロナウィルス感染症に関するキーワードの

検索リクエスト数は、ある時期には、地域ごと

の感染者数と相関することもあるかもしれな

いが、状況が変化すると、相関しなくなるか

もしれない。それにもかかわらず、両者に相関

関係があるとの予断の元に予測を行うと不正

確な結果を招くおそれがある。こうした不正

確な予測に基づいて政府や企業が個人の権利

利益に関する判断を行うことになれば、一定

の地域に居住する人々は感染リスクが高いと

いった不正確な判断を行うことなどにより、

一定の属性を持つ人々に差別的な影響が及ぶ

おそれもある 6）。

（4） 集団の属性に基づく判断に伴う差別
「AI による差別」を引き起こすより根本的な

要因として、個人の属する集団の属性に基づく

判断が問題とされることがある。すなわち、AI

は、個人をさまざまな属性をもったデータの束

として認識するため、AI は、個人をその人の有

するさまざまな属性に基づいて確率的に判断す

ることになる。このように、AI は、個人を属性

の束として扱うことにより、個人のかけがえの

なさを捨象してしまうというのである。AI は、

同じ属性を分かち持つ集団の一般的傾向により、

個人の能力や性質を抽象的・概括的に判断する

傾向がある。このような AI の判断手法は、身

分など集団の属性により個人の能力や性質を抽

象的・概括的に判断し、人々の生き方を予め規

定してきた前近代社会の評価手法に類似してい

るとされる 7）。

（5）人間による責任転嫁
「AI による差別」の中には、実際には人間が

差別的な判断を行ったにもかかわらず、AI に責

任転嫁するケースも考えられる。例えば、実際

には AI の利用者が差別的な判断が行ったにも

かかわらず、AI がそのような判断を行ったなど

と主張したり、自らがそのような判断をした根

拠は AI によるデータ分析に基づいているなど

と主張して、自らの責任を回避したり、判断の

客観性・科学性を標榜する事態も考えられる。

3　AI による差別に関する原則・指針と法制度
（1） AI による差別の防止を求める原則・指針

近年では国際的に AI に関する原則・指針が策

定されるようになっているが、以上のような問

題を念頭に、主要な AI 関係の原則・指針におい

ても AI の判断の公平性の確保や差別の防止が

求められている。例えば、総務省 AI ネットワー

ク社会推進会議が 2019 年に取りまとめた「AI 利

活用ガイドライン」では、⑧公平性の原則が掲げ

られ、AI の利用者等に「AI システム又は AI サー

ビスの判断によって個人及び集団が不当に差別

されないよう配慮する」ことが求められている。

その解説では、「AI の学習等に用いられるデー

タの代表性やデータに内在する社会的なバイア

ス等に留意」するとともに、「学習アルゴリズム

によるバイアス」に留意することが求められて

いる 8）。AI の開発者・利用者は、「AI による差別」

を防止するために、こうした AI に関する原則・

指針の内容を参照することが期待される。

（2） 法の下の平等と私人間における差別
日本国憲法 14 条 1 項は、「すべて国民は、法

の下に平等であって、人種、信条、性別、社会的

身分又は門地により、政治的、経済的又は社会的

関係において、差別されない」と定めている。

憲法の人権規定は一義的に国又は公共団体の統

治行動との関係で個人の自由と平等を保障した
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ものと解されている。したがって、国や地方公共

団体が、規制行政や給付行政において AI を活用

した結果、特定の個人を人種や性別等により差 

別的に取り扱った場合には、憲法 14 条 1 項の定

める平等原則に違反する可能性がある。他方で、

憲法の人権規定は、国又は公共団体と個人の関

係を規律するものであり、民間企業と個人など私

人相互の関係には直接適用されないと解されて

きたため 9）、企業など私人が「AI による差別」

を引き起こしたとしても、直ちに憲法の平等原 

則に違反するとは言い難いだろう。もっとも、企

業など私人が AI を利用する場合であっても、

民法の一般条項などを介して憲法の平等原則の

趣旨が間接的に適用され、「AI による差別」が違

法とされる余地もある10）。また、信条等による差

別や男女差別を禁じる労働法や各種の業法の規 

制11）に基づき、企業が「AI による差別」を防止す

ることが法的に要請される場合も考えられる12）。 

（3） 個人情報保護法による差別の防止
AI は個人情報を含むデータを利用することか

ら、「AI による差別」を防止するに当たっては、

個人情報保護法の役割も期待される。個人情報

保護法 1 条は、「個人情報の有用性に配慮しつつ、

個人の権利利益を保護すること」を同法の目的

と定めている。「個人の権利利益」の中には、プ

ライバシーに加え、不当な差別を受けないこと

なども含まれると解されている。すなわち、個人

情報保護法は、不当な差別など個人の権利利益

の侵害を予防することを目的として、個人情報

の取扱いに関する義務の遵守を求めているとい

うことができる 13）。

個人に対する不当な差別や偏見を予防する見

地から、平成 27 年改正により「本人の人種、信条、

社会的身分、病歴、犯罪の経歴、犯罪により害

を被った事実その他本人に対する不当な差別、

偏見その他の不利益が生じないようにその取扱

いに特に配慮を要するものとして政令で定める

記述等が含まれる個人情報」である要配慮個人

情報に関する規定が導入された。要配慮個人情 

報（同法 2 条 3 項）の取扱いについては、取得に

原則として本人の同意が求められる（同法 20 条

2 項）など、一般の個人情報の場合よりも厳格

な規制が課せられている。

また、令和 2 年改正により、AI を用いたプロ

ファイリングによる差別のリスクなども念頭に

置いて、不適正な利用の禁止規定（同法 19 条）

が導入されている 14）。

（4） 特定デジタルプラットフォーム透明化法に
よる公正性の確保のためのアルゴリズム開示
特定デジタルプラットフォームの透明性及び

公正性の向上に関する法律5条2項1号ハは、「検

索により求める商品等に係る情報その他の商品

等に係る情報に順位を付して表示する場合にお

ける、当該順位を決定するために用いられる主

要な事項（商品等提供利用者からの当該特定デ

ジタルプラットフォーム提供者に対する広告宣

伝の費用その他の金銭の支払が、当該順位に影

響を及ぼす可能性がある場合には、その旨を含

む。）」の開示を求めている。すなわち、検索結

果等における商品掲載順序の決定に用いられる

主要な基準（広告宣伝費用などの支払が掲載順

位に影響する場合には、その旨）を一般利用者

に開示すべきとされている。同法のアルゴリズ

ムの重要部分の開示義務はあくまでも、特定の

文脈における開示義務に過ぎないものの、融資

判断等においても、何が重要な判断要素とされ

ているか等を開示されることが求められる可能

性がある 15）。
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（5） 独占禁止法による（競争の）公正性の確保
あくまでも競争の公正性という観点に基づく

ものであるが、アルゴリズムを利用して競争の

公正性を害する行為を行った場合、例えば差別

的取り扱いの禁止や優越的地位の濫用として違

法となる可能性がある。食べログ事件判決（令

和 4 年 6 月 16 日）では、飲食店ポータルサイト

のアルゴリズム変更が優越的地位の濫用に当た

るとされた。

（6） 欧米の立法動向
欧米では「AI による差別」に対応するための

立法に向けた検討も進められている。例えば、欧

州委員会は、2021 年に AI に関する新たな法的枠

組みを構築するための規則案を提案した。規則

案では、AI システムにより差別的な判断が行わ

れるリスクがあるといった認識を踏まえ、算出

される社会的スコアにより特定の個人又は集団

に不当に不利益が及ぶおそれがある場合などに

公的機関が個人の信頼性を評価・分類するため

に AI システムを提供・利用することなどが禁じ

られている。また、規則案では、自然人の遠隔生

体識別、信用評価やクレジットスコア算出など

のために利用される AI システムを、高リスクの

AI システムと位置づけ、高リスクの AI システ

ムについて、ライフサイクル全体におけるリスク

管理システムの構築・実装、開発時のデータガバ

ナンスならびに情報の記録・開示及び人間によ

る監督を可能とする設計・開発などの義務を課

している 16）。

米国ホワイトハウスは、2022 年 10 月に、「AI

権利章典のための素案」を公表している。素案

では、雇用や与信に用いられるアルゴリズムが、

既存の差別を反映・再生産し、新たなバイアスと

差別を埋め込んでいるという認識などを踏まえ、

5 原則の一つとして「アルゴリズムによる差別

からの保護」が掲げられている。同原則では、AI

等を活用した自動化システムの設計者、開発者

及び実装者に対し、アルゴリズムの公平性評価

など、個人及び共同体をアルゴリズムによる差

別から保護するための予防的かつ連続的な措置

を取るとともに、当該システムを公平な方法で

利用・設計することを求めている 17）。

4　金融機関の利用する AI による差別と公
平性
前章で説明した一般的な AI による差別と公

平性の問題を、以下では具体的な金融機関実務

の場面に落とし込んで検討したい。具体的には、

融資判断及び不正検知の 2 つの場面を検討する。

（1） 融資判断において利用される AI による
差別と公平性
これを AI による融資判断と呼ぶかは AI の定

義の問題であるが、従前から融資判断にスコア

リングが取り入れられたところ、スコアリング

に過度に依存した融資判断の誤りが批判されて

きたところである 18）。

その後、融資判断に関する情報技術の高度化 19）

により、従前批判された問題点の解決が期待さ

れるものの、例えば、一部の属性を有する融資

申込者を「高リスク」と分類して一律排除した

結果として、従前より大幅に返済率が高まった

という状況を「解決」として高く評価すべきか

はさらに検討を要する。すなわち、そのような

申込者が AI による差別の被害を受けている可

能性がある。

融資判断において利用される AI による差別

としては、人種、国籍、性別等による融資拒否が

典型的なものである。そして、現在の社会構造

（例えば、米国において人種ごとにかなりはっき

りとした貧富の差が存在すること）の反映とし
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て、それらの属性を理由に「ハイリスク」と分

類して融資をしないことは、返済率の向上とい

う目的に資する面があることは指摘せざるを得

ない。もっとも、そのような属性による融資判

断は、上記 2 及び 3 で述べたような差別や不公

平な扱いにつながり得る。以下では、AI の設計

には注意を払う（2（2）の設計による差別の問題

は生じない）ことを前提として具体的に検討し

ていこう。

AI を融資の際の判断に用いると、2（3）で見

た学習するデータに起因する差別が生じうる。

学習するデータに起因する差別のうち、（i）デー

タの代表性の欠如に起因する差別については、

例えば、クレジットカード利用履歴を元に与信

判断を行う場合、特定の属性を有する個人がク

レジットカードを発行してもらいにくくなり、

仮に発行されても限度額が低いため、良好なク

レジットカード利用履歴が得られなくなった場

合に、AI が学習ないし解析の対象とするデータ

プールと、現実世界における各コミュニティの

データとの関係が歪み、差別や誤りが容易に生

じやすくなるという問題が想定される 20）。（ii）

データに反映された既存の社会のバイアスに起

因する差別については、従来特定の属性を有す

る人々に対して不当に不利益を与えるように人

間（銀行員）が融資判断をしていた場合において、

当該融資判断の内容を AI に学習させることで

当該差別が再生産されるといったことが懸念さ

れる。（iii）相関関係に基づく不正確な予測に起因

する差別については、特定の属性を持つ人々の融

資返済率が低いが、それと当該属性の間に何ら

因果関係はないにもかかわらず、AI がうわべだ

けの相関関係を読み取ってしまって、誤った融

資拒絶が発生する可能性がある 21）。この点につ 

き、米国 FTC の報告書が、うわべだけの相関関

係に基づいて不正確な判断が行われるリスクに

注意する必要があるとした上で、健康、与信、

雇用などに関わる重要な決定にアルゴリズムと

データが用いられる場合には、アルゴリズムと

データに対して人間が監督を行うよう推奨して

いることにも留意が必要である 22）。

加えて、2（4）で見た集団の属性（セグメント）

に基づく判断に伴う差別も生じうる。山本龍彦 

は、このような確率的評価のみで個人の（与信判

断における信用を含む）信用力が判断されると

なると、その人と属性を共有する者の一般的傾

向によって、個人の能力が概括的・抽象的に判断

され、それによって個人の尊厳が害される恐れ

があるとした上で、人間の介入を求める権利を

認める GDPR の規定を「最終的には人間が，被

評価者一人ひとりと向き合い，彼らが発する肉

声に耳を傾けることを法律上要求したものと考

えることができる。」と評する 23）。融資判断を完

全に自動化し、セグメントのみに基づき判断し、

人間に介入して欲しいという異議を一切受け入

れなければ、私人間にも適用される個人の尊厳

（憲法 13 条）の価値に鑑みて、法的な問題が生

じ得るだろう 24）。この点に関し、山本は被評価

者（例えば融資申込者）として、AI の予測や評

価に実質的に反論を加えられるようにするため、

アルゴリズムのロジックの重要部分が開示され

ることの重要性を論じる 25）。なお、ロジックが

開示され、透明化することは、本当は人間が差

別したにもかかわらず、それを AI のせいにす

る（責任転嫁）ことの回避にもつながる 26）。

なお、融資 AI が特定の AI ベンダによる寡占

状態となり、ほとんどの金融機関が同一の AI

エンジンを利用するようになれば、「属性（例え

ば人種、国籍、性別等）について特定の組み合わ

せを有する人は、どの銀行に行っても融資を断

られ続ける」という状況（バーチャルスラム 27））

が生じ得ることも重要な懸念点である。
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（2） 不正検知において利用される AI による
差別と公平性
不正検知や監査業務においても、AI が活用さ

れている 28）。金融機関が日常的に取り扱う大量

の取引の全てを人間の目でチェックして不正を

検出するのは労力がかかり過ぎる。ビッグデー

タに基づき AI アルゴリズムが統計的にリスク

が高い取引を選び出すことで、人間がレビュー

すべき対象を選別すれば、効率的に不正を検知

し、監査を行うことができる 29）。金融機関にお

いては、例えば、アンチマネーロンダリング 30）

やインサイダー取引防止 31）等の観点で AI が利

用されている。このうち、上記の融資の議論が

転用できる限りにおいてはあえて繰り返しを避

けるために議論を省略し、不正検知特有の問題

にフォーカスして分析をしたい。

まず、不正検知の場合には、その結果により懲

戒や刑罰等の厳しい結果が生じ得ることから、

冤罪の被害が重大であることを指摘することが

できる。オランダでは、社会保障や税の不正受給・

還付等を特定するための機械学習アルゴリズム

が、貧しい地域に住む人に対し不当に育児手当

を返還させる等の問題を起こし、大きな問題と

なった 32）。日系企業が買収した英国のコンピュー

ター企業が提供した郵便局システムの欠陥によ

り 700 人以上の郵便局長らが横領や不正経理の

無実の罪を着せられたとされる事案もある 33）。

また、横領等の不正を理由に刑事罰を科す場

面や、従業員の不正を理由に懲戒解雇をする場

面等を想定すると、その際に要求される説明に

おいて、単に「AI が不正だと述べたから」では

不十分と言わざるを得ない。つまり、重大な結

果を招来する場面が想定される不正検知等にお

いては、刑事訴訟法や労働契約法等に基づき法

的に説明が要求される所、AI、特に機械学習型

の AI の説明だけでは不十分な可能性がある 34）。

AI を単なる不正の兆候を探知する契機や大量の

資料の選別の支援ツールとして利用し、実際の

説明に利用する資料は人間が選別して提示する

ことが現実的であろう。

最後に、プライバシーへの制約に関して、①日

常的な調査と不正の兆候の検知後の調査の相違

と、② AI によるモニタリングと人間によるモニ

タリングのプライバシー制約の程度の問題につ

いて触れたい。①日常的な調査においては、特に

不正の兆候がない中のモニタリングであり、一

般には必要性、方法と程度の相当性、根拠等が重

要である 35）。これに対し、有事対応としての調

査では証拠収集の必要性が高く、もちろん方法

と程度の相当性、根拠等も問われるものの、相対

的には正当とされやすい 36）。② AI によるモニタ

リングは網羅的でプライバシーへの制約の程度

が高いという考えと、感情を持たない AI による

モニタリングはプライバシーへの制約の程度が

低いという双方の考えがあるが、このような一

般論での議論は無意味であろう。むしろ人間と

AI の協働を前提に、その具体的協働がどのよう

な態様かを考えるべきである。例えば、人間だ

けでメールをモニタリングすれば、無関係なメー

ルを見る可能性も高いが、AI が選別したメール

を人間が見ることとすれば、効率性が向上するだ

けではなく、監視の必要性が高いメールのみを見

ることになるので、プライバシーの観点からも適

切とされることが増えるだろう 37）。

5　総括
「AI による差別」や AI による公平性の阻害は

既に問題となっており、金融の場面においても

問題となり得る状況が存在する。その対応策と

して、現行法として個人情報保護法 19 条の規

律、特定デジタルプラットフォーム透明化法及

び独占禁止法等が存在するが、例えば、個人情報
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を利用しないアルゴリズムに対して個人情報保

護法 19 条は無力であるし、特定デジタルプラッ

トフォーム透明化法の適用範囲は特定デジタル

プラットフォーム提供者に限られており、また、

競争の公正が問われる場面以外の場面に独占禁

止法は働きにくい。このように、現行法では「AI

による差別」への対応として必ずしも十分では

ない。

そこで立法論として、「AI による差別」のリス

クに対応するために、欧州 AI 規則案同様に、

許容し得ないリスクを有する AI を禁止すると

いう選択肢も考えられるものの、禁止すべき AI

の範囲については AI 技術の健全な発展の観点

を踏まえ、慎重に検討すべきであろう。むしろ、

多くの AI は一律に禁止するよりはむしろ、人

間と AI がそれぞれの欠点を補い合うケンタウ

ロスモデルを採用することにより差別や不公平

な判断を防止することが合理的であろう。この

ような見地からは、GDPR の定める人間の介入

を求める権利に相当する規定を日本法に導入す

ることが考えられる。かかる規定については、

個人情報保護法に導入するという選択肢ととも

に、例えば融資について人間の介入を求めるこ

とが重要であれば、銀行法等の業法に導入する

という選択肢も考えられる。
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『AI がつなげる社会－AI ネットワーク時代の法・政策』（共
著）弘文堂、2017 年

『AI で変わる法と社会』（共著）岩波書店、2020 年
『テクノロジーと差別』（共著）解放出版社、2022 年など

まつお　たかゆき
桃尾・松尾・難波法律事務所パートナー弁護士・NY 州弁
護士、慶應義塾大学特任准教授、法学博士。

【主な取扱案件】
食べログ事件（東京地判令和 4 年 6 月16 日）。

【主な著書】
『紛争解決のためのシステム開発法務』（共著）法律文化社、
2022 年

『AI・HR テック対応 人事労務情報管理の法律実務』弘
文堂、2019 年

『金融機関における個人情報保護の実務』経済法令研究会、
2016 年　など
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